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平成 30 年度「次世代省エネ建材支援事業」の二次公募について 

二次公募の情報が公開されましたので、ご案内いたします。 

公募期間：平成 30 年 8 月 1 日（水）～9 月 14 日（金）17 時必着 

事業規模：約 4億円 

※公募方法が採択式から先着順に変わりました。

情報提供： 環境共創イニシアチブ

H30 年度版地方公共団体における「住宅リフォーム支援制度検索サイト」 

一般社団法人住宅リフォーム推進協議

会は、 

平成 30 年度版地方公共団体における

「住宅リフォーム支援制度検索サイト」

を公開しました。 

http://www.j-reform.com/reform-support/

情報提供： 住宅リフォーム推進協議会

改正宅建業法施行で不安かかえる不動産会社 
戸建て住宅の地盤調査・建物検査などを提供するジャパンホームシールドは、

４月に改正された宅地建物取引業法の建物状況調査について、同社に寄せられ

た約２５０件の問い合わせなどを集計し傾向をまとめた。 

問い合わせの約半数が「調査・報告書内容」に関することだった。約２割が「か

し保証」などに関すること。同社はこの結果から、いまだ多くの不動産会社が建物

状況調査の実務に不安を抱えているとしている。 

４月に施行された宅地建物取引業法では、宅建業者に対し媒介依頼者への建物

状況調査の制度説明や希望に応じた検査事業者の斡旋などが義務付けられた。

情報提供： 新建ハウジング
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